
登録者(課長)名【1】 情報推進課長　渡部　昭司

施策評価シート

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
■まだ未達成 □ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

□平均を下回る □ほぼ平均 ■平均を上回る協2-2 地域情報化の推進 持続発展するまちであるために 協働で拓くまちづくり 【15】
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇行政サービスの電子化については、地域情報化基本計画に基づき、いつでもどこでもだれでも利用できる暮らし
キーワード【7】 の情報化を進めるとともに、新しいかたちのコミュニケーション社会の創出を目指してきました。具体的には、基

市民参加の促進や地域社会の高齢化に対応した人にやさしい情報化のしくみづくり ・市民同士のコミュニ人と人とが出会い･対 幹住民システムについては、システム再構築事業者との打ち合わせを終え、仕様に沿った開発が行われています。
が必要です。 ケーション強化 話する豊かな情報交流 今後の課題としては、開発の最終段階となるデータ検証、システム検証を行う必要があります。
　システム最適化の視点を踏まえて、電子申請システムや地方税電子申告システム ・市民参加の促進 が生み出す、新しいか 施策の成果と課題◇自動交付機については、窓口との交付手数料に差額を設ける等、利用率の向上を図りました。今後の課題として
など、行政サービスの電子化を推進する必要があります。 ・地域経済活性化 たちのコミュニケーシ (取組成果や目標 は、適正配置に向け関係部署と連携して取り組んでいく必要があります。

・市ホームページの利ョン社会の創出をめざ ◇地方税電子申告ポータルシステムの構築については、庁内に横断的な検討組織を立上げ、導入に当たっての課題達成に向けた課用しやすさの向上 します。 、問題点の整理を行いました。同システムの平成22年12月の稼動に向け、具体的に取り組んでいく必要があります
・高齢者や障害者にと 題、成果向上・ 。
っても使いやすい情報 コスト削減策等)
システムの構築概要 【16】・行政サービス電子化
の継続・最適化

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】

検
証
項
目

施策の重要性の変化行政サービスの電子化の推進については、次のように計画化されています。 □弱くなっている □以前と同程度 ■強くなっている
◇総務省より平成 22年度中に地方税電子申告ポータルシステムの導入の要請があります。 【17】

今後の方針◇住民基本台帳法の改正に伴い、平成 24年度内に新たな行政サービスとして、外国人に係る住民票システムを構築する必要が 意識調査での重要度
あります。 ■平均を下回る □ほぼ平均 □平均を上回る

【18】

人と人とが出会い、対話する豊かな情報交流が生み出す、新しいかたちのコミュニケーション社会の創出を目指す
事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 ため、次の事業に取り組み、市民及び納税者の利便性の向上を図ります。

◇計画に沿った基幹住民システムの最適化

事
業
群

市民同士のコミュニケーション強化
1 いつでもどこでもだれでも利用できる暮らしの情報化を進めます ◇住基法の改正に対応した住民基本台帳ネットワーク等による、行政の情報化、効率化

◇関連部署と連携した自動交付機の適正配置今後の方針行政サービス電子化の継続・最適化
2 行政手続きなどの電子化を進めます ◇地方税電子申告ポータルシステムへの参加申込みと委託契約の締結

(具体的な事業群

や事務事業を示

しながら)

【19】

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

年度 19 20 21 22 23 24  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化「電子申請等の地域情報化対応」に対する市民満足度 30％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 23.3 23.3 23.3 25.6 施策実施行政サービスの電子化によって、市民は得たい情報を容易に手にする機会が広がり
Ⅴ コスト、成果ともに現状を維持すべき施策領域ます。市民意識調査で把握します。

  方針【22】
達成率 78% 78% 78% 85%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位自動交付機による交付件数 118,000件 件 なし

説
明

算
出
式
・

実績値 72547 86129 95092利便性の向上と市民の行政への信頼度の上昇につながるとともに、窓口の行政サー
ビスが効率化されます。

成
果
指
標

達成率 61% 73% 81% 0% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位

【12】

説
明

算
出
式
・

実績値

達成率 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 □ 重点化 □ 現状維持 ■ 効率化コストの
 方向性【21】

　地域情報化の推進については、基幹住民システムを含む情報最適化や、住民票等自動交付機の設置を進めてきま
達成率 したが、市民意識調査における満足度が相対的に高い水準にあり、重要度が低下傾向にあることを踏まえ、今後は

コスト面での効率化を図っていくべきものと判断しました。
達成率の平均値 70% 76% 80% 43%

判断理由等

【市民意見】【13】 【24】

平成19年度 平成22年度

満足度(％) 23.3% 満足度(％) 25.6% 満足度(％)
各年次の市民意識調査で、

満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施0.03 0.05 Ⅵ コストを抑制しながら成果を維持すべき施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】
合計値として算出しています。重要度(％) 82.3% 重要度(％) 61.3% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度1.32 0.82
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)

情報推進課(生活福祉課、危機管理室、環境保全課、教
育指導課、教育支援課、社会教育課、図書館、産業振興
課、協働コミュニティ課、秘書広報課、総務法規課、市
民課、市民税課）



評

活用できま

す。

Ｂ

価年度【28】

小中学校コ

事

ンピュータ

環境整備の

務

推進（再掲

）

教育指導

事

課 （創２-３で再掲）

業

特色ある学校づくりの

サ

推進として、コンピュ

ー

ータの環境整備ととも

ビ

に、学校ホームペー

ジ

ス

、個人情報の保護、ソ

貢

フトの充実を推進して

献

おり、パソコン教室へ

度

のひとり一台の配

置と

名

各教室への校内LAN

称

の整備が平成19年度

【

に終了しました。今後

2

は、「西東京市教育

情

5

報化推進計画」に基づ

】

き、情報システムの最

担

適化や、ICTの効果

当

的な活用を図ってい

き

課

ます。

0 0 0 － － 特色

【

ある学校づくりの推進

2

として、パ

ソコン教室

6

や先生に対する校務用

】

パソ

コンを整備するこ

概

とにより、コミュニ

ケ

要

ーションの強化や地域

【

への情報提供

を図るこ

2

とができます。

Ｂ

7】 の評価 施策に

不登

お

校児童・生徒サポ

ート

け

情報ネットワーク

シス

る

テムの構築

教育支援課

位

（創２-３　小中学校

置

コンピュータ環境整備

づ

の推進にて計上）

不登

け

校児童、生徒の適応指

【

導教室（スキップ教室

3

）と学校間のネットワ

1

ークを構築して

います

】

。

0 0 0 － － 不登校児

水

童、生徒の適応指導教

準

室（ス

キップ教室）と

と

学校間のネットワーク

の

を構築して、コミュニ

【

ケーションの強

化を図

3

ることができます。

Ｂ

2】事業費 人件費  

生涯学習情報提供シス

(

テムの整備、活用【事

直

前】（再掲）

社会教育

近

課 （創３-１で再掲）

)

市民が多様な生涯学習

【

情報を収集･選択･活

2

用できるよう、情報の

9

一元化や各種情報提供

】

の整備、充実を図りま

 

す。

0 0 0 － － 生涯学

比

習情報を収集･選択･

較

活用できる

ようなシス

【

テムを構築して、情報

3

を簡

単に取得できるよ

0

うになります。

Ｂ

】

1 福祉情報総合

図書

ネ

館管理システムの

拡充

ッ

と情報サービスの

充実

ト

（再掲）

図書館 （創３

ワ

-２で再掲）

図書館レ

ー

ファレンス・サービス

ク

の充実とビジネス支援

の

を目的とし、インター

構

ネット環境

を整備し、

築

有料サイトの提供を行

（

っています。

0 0 0 －

再

－ 図書館にインターネ

掲

ット環境を整備し

て、

）

誰もがインターネット

生

を見ること

ができます

活

。

Ｂ

福祉課 （笑１-１

ハローワークと連

で

携し

た就労情報の提供

再

（再

掲）

産業振興課 （

掲

活１-１で再掲）

ハロ

）

ーワーク三鷹の出先機

西

関として平成16年1

東

月に田無庁舎内にコー

京

ナーが開設されま

した

市

。仕事を探している市

ホ

民への就職支援として

ー

、就職に関する相談か

ム

ら求人企業への

紹介に

ペ

いたるまで、就職に関

ー

する総合的な業務を行

ジ

います。

0 0 0 － － ハ

を

ローワークと連携して

充

田無庁舎にコ

ーナーを

実

設置して、就労情報を

さ

身近に

享受することが

せ

できます。

Ｂ

ることにより、幅

地域活動

広

情報ステーシ

ョンの活

く

用（再掲）

協働コミュ

福

ニティ

課

（協１-２で

祉

再掲）

地域活動情報ス

情

テーションとは、イン

報

ターネット上のサイト

を

のことであり、市内の

効

市民

活動情報や関連情

果

報の集約を行い、市民

的

、活動団体、行政、そ

に

の他関連機関をネット

提

ワ

ーク化しています。

供

また、市民活動団体が

し

本サイト上に団体ホー

て

ムページを持って活動

い

情報を発信するととも

ま

に、市民が情報を取得

す

して自分の活動したい

。

事業に参加すること

が

0

できます。

0 0 0 － －

0

市民活動団体が市民活

0

動情報を提供で

きるサ

－

イトを構築して、市民

－

同士のコ

ミュニケーシ

ホ

ョンの強化を図ること

ー

が

できます。

Ｂ

ムページにおける

ホーム

福

ページの充実（

再掲）

祉

秘書広報課 （協２-１

情

で再掲）

市民ニーズに

報

あった情報掲載を継続

を

すること、また、市ホ

充

ームページの利用しや

実

すさを

向上させること

さ

で、市民が情報を得や

せ

すいしくみを整えます

る

。

0 0 0 － － ホームペ

こ

ージを充実させること

と

により

、市政情報を簡

に

単に取得することがで

よ

きます。

Ｂ

り、情報を簡単に取得

できます。

Ｂ

災害情報提供システム

の構築について検討（

再掲）

危機管理室 （安２-３で再掲）

災害時の情報発信機能を向上させ、住民に的確に緊急情報を伝達するため、西東京市地

域防災計画に基づき、全国瞬時警報システム（J-ALERT)を新たに設置することで、市民

の生命・身体・財産を保護するとともに、市の即応体制及び減災に反映できます。平成

22年度に整備する予定です。

0 0 0 － － 災害情報提供システムを構築して、

【

緊

急情報を瞬時に伝達

施

できるようになり

ます

策

。

Ｂ

内の事務事業

環

貢

境情報の提供及び環

境

献

学習の推進（再掲）

環

度

境保全課 （環２-１で

判

再掲）

西東京市ホーム

定

ページを充実させるこ

】

とにより、幅広く環境

協

情報を効果的に提供し

2

てい

ます。

0 0 0 － －

-

ホームページにおける

2

環境情報を充実

させる

 

ことにより、情報を簡

地

単に取得

できます。

Ｂ

域情報化の推進

教育情

総

報センター機能

の充実

コ

（再掲）

教育指導課 （

ス

創２-３で再掲）

市内

ト

小中学校における情報

(

教育推進・教員の利活

千

用向上を目的として、

円

専門的知識を持

った情

)

報専門員を西東京市教

事

育情報センター及び学

業

校へ配置し、授業のサ

群

ポート、学校

ホームペ

2

ージ・図書蔵書検索シ

6

ステムといった各種シ

市

ステムの管理運営を行

の

っています

。

0 0 0 －

　

－ 専門員を配置するこ

　

とにより、学校に

配置

：

したパソコンを有効に



評

付機を設置して、時間

価

や場所に

制約されない

年

行政サービスを提供す

度

る

ことができます。

Ｂ

【28】 事務事業
サ

地方税電子申告システ

ー

ムの構築について検討

ビ

市民税課 個人住民税、

ス

法人市民税及び償却資

貢

産等について、納税者

献

が電子による申告及び

度

申請・

届出が行える地

名

方税ポータルシステム

称

（エルタックス）を平

【

成22年12月に導入

2

する予定

となっていま

5

す。

3,035 2,7

】

93 242 事業化

(平

担

成21年度)

－ 納税者

当

は、自宅やオフィスの

課

パソコン

からインター

【

ネットを利用して申告

2

等

の手続きを行うこと

6

ができ、また、利

用者

】

窓口であるポータルセ

概

ンターへ一

括して送信

要

することで複数の地方

【

公共

団体へ申告等がで

2

きるなど、税務手続

き

7

の利便性が向上します

】

。

Ｂ

の評価 施策における

行政関連情

位

報の運営管

理（情報シ

置

ステムの最

適化）

情報

づ

推進課 情報システム最

け

適化計画に基づき再構

【

築による効果的、効率

3

的なシステム運用を図

1

るこ

とを目指していま

】

す。平成21年度中に

水

内部情報系システムの

準

構築が完了、平成23

と

年1月

には住民情報系

の

システムが稼働し、再

【

構築が完了する予定と

3

なっています。

1,2

2

37,341 1,14

】

8,461 88,88

事

0 － － 情報システムの

業

最適化によりシステム

費

構築・運用の効率化を

人

図ることができ

るよう

件

になります。

Ｂ

費  (直近)【29】

行政関連情報の運営管

 

理（住民基本台帳ネッ

比

トワークシステム）

市

較

民課 電子自治体の基盤

【

として、本人確認情報

3

を市区町村、都、国に

0

提供するネットワーク

】

を

構築し、行政の情報化、効率化を図っています。また、住民基本

I

台帳カードの発行や広

C

域交付住民票の発行の

T

ほか、公的個人認証サ

を

ービス（電子証明）の

活

基盤として住民サー

ビ

用

スにおいても効果的な

し

システムして運用して

た

います。さらには、住

市

民基本台帳の一部

を改

民

正する法律（平成２１

参

年法律第７７号）によ

加

り、引越しした転入先

手

市区町村におい

ても継

法

続して住民基本台帳カ

の

ードが利用できるほか

充

、外国人住民情報の提

実

供や戸籍附票

の記載通

（

知においても住民基本

再

台帳ネットワークシス

掲

テムを利用するなど、

）

更なる市民

サービスの

秘

拡充を図る予定です。

書

17,550 11,4

広

09 6,141 － － 電

報

子自治体の基盤として

課

、本人確認情

報を市区

（

町村、都、国に提供す

協

るネッ

トワークを構築

２

し、行政の情報化、効

-

率化を図ります。

Ｂ

１で再掲）

市ホームページに

事業の合計 1,270

電

,665 1,166,

子

918 103,747

会議室のコーナーを設け、テーマごとの「会議」を開設するなど

ICTを活用した市民参加手法の充実を図っています。

0 0 0 － － 電子会議室などICTサービスを活用す

ることにより、市民同士のコミュニケ

ーションの強化や市民の方のアイディ

アを生かすことができるようになりま

す。

Ｂ

2 情報公開の推進（再掲

）

総務法規課 （協２-１で再掲）

積極的な情報公開を進めるため、公文書の保存及び管理のしくみを整備することでより

一層の公文書の開示及び行政資料提供に努めています。また、文書管理

【

システムを活用

して、

施

情報公開の電子化によ

策

り、インターネットに

内

よる市民への公文書の

の

開示を行い、

市政の透

事

明化を図っています。

務

0 0 0 － － インターネ

事

ットによる市民への公

業

文書

の開示を行うこと

貢

により、情報を簡単

に

献

得ることができます。

度

Ｂ

判定】 協2-2 

住民票等自動交付機

地

の

設置

市民課 住民票等

域

自動交付機は、地域に

情

おける窓口サービスの

報

拡充の一つとして位置

化

づけられ、

利用者の利

の

便性向上とともに、事

推

務の効率化を図ってい

進

ます。市民の利便性を

総

向上させ

るために、平

コ

成１９年７月１日から

ス

自動交付機の利用時間

ト

を延長し、それと同時

(

に手数

料を窓口交付３

千

００円、自動交付機２

円

００円と差を設け、自

)

動交付機の利用者数増

事

大と

費用対効果を図っ

業

ています。その結果平

群

成２０年度の自動交付

2

機の利用率は51.7

6

％と証

明書の半数以上

市

を自動交付機にて発行

の

しています。

12,7

　

39 4,255 8,4

　

84 改善・見直し

(平

：

成20年度)

上 自動交


